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要旨 
 
日本の伝統的な食文化、すなわち和食が2013年12月にユネスコ無形文化遺産に登録さ
れることになり、世界から和食が注目を浴びるようになった。そして、山口県の伝統的な
日本酒である獺祭も当時の日本の安倍首相が当時のアメリカのオバマ大統領に贈り物とし
たことから有名となり、世界の消費者から注目を集めた。この獺祭はまた後に、プーチン
大統領にも贈られた。日本のウイスキー、いわゆるジャパニーズウイスキーが世界5大ウ
イスキーとして選ばれるとともに飛ぶように売れた。日本ウイスキーが人気を集めている
ものの原酒不足の危機に迫られ、減産を余儀なくされた。このように、日本の地理的・文
化的な特性がある日本ならではのものが世界市場の消費者から注目を集めていることは事
実である。  
本研究では、世界から人気を集めている日本ならではのものに目を向ける。地理的・
文化的な特性に基づいて日本の様々な地域から生み出された産品、いわゆる地域資源（地
域産品やその加工品など）が日本と海外市場において強いブランドになるために展開した
様々な戦略や活動に焦点を当てて分析する。  
政府によって改正され、2006年4月に実施された商標法がきっかけになり、日本市場に
おいて地域ブランドが注目を浴びるようになった。商標法の改正によって、商品と地域名
を組み合わせた商標名の登録ができるようになり、これによって有名な地域産品を真似し
た偽物から当該地域産品の保護が可能になった。改正された商標法は他の地域資源と識別
ができる差別化手段になり、この差別化は衰退していく地域経済を活性化する方法として
使われた。地域や地域資源に地域名を組み合わせてブランド化するのが地域ブランド戦略
であり、日本全国の様々な地域は当該地域ブランドを育成することに力を入れた。 
地域ブランドを育成することによって地域経済の活性化ができることに注目した研究
者はそれを対象として研究を行い、数え切れないほど多くの研究業績を上げた。この研究
を分析すると、地域や地域資源がブランド力を持つために必要な要素は何か、そしてその
要素はどのように作られたのかが主な研究テーマになっている。つまり、地域ブランドが
ブランド力を持つために必要なブランド要素は何かである。しかし、商品にブランドを付
与することのみではブランド力が持てないため、様々なマーケティング戦略やブランディ
ング活動の展開が求められるが、これに関する研究はそれほど見当たらないことが今の地
 
 
域ブランド論の状況である。テレビや新聞、雑誌などの様々なメディアからも、日本なら
ではの地域資源が海外市場の消費者から注目を浴び、人気を集めていることの情報が見ら
れる。しかしながら、そのことを対象とした研究はほとんど見当たらないのではないかと
考え、本研究を始めることにした。この点に注目した本研究は2つのユニークさあり、こ
れは以下のごとくである。  
第1は、地域ブランドのブランディング・プロセスに関するほぼ初めての研究になる点
である。地域ブランドを対象とした研究は数え切れないほどその業績が出されているのは
確かである。しかし既存研究ではブランド要素は何か、どうすれば地域と地域産品が結び
ついてアンブレラ・ブランド戦略を可能にするのか、に焦点を当てている。そのため、研
究業績が多く出されているものの、新たな成果はそれほど出されていないのが地域ブラン
ド論の状況である。地域や地域資源ブランドがブランド力を持つために展開しなければな
らないマーケティング戦略やブランディング活動に目を向けて研究を進める。  
第2は、地域ブランド論の対象市場を広げた点である。既存研究は主に日本市場におい
てブランド力を持たせることに焦点を当てている。もちろん、日本市場を中心とした研究
に対して批判することではないが、批判的な視点から考えながら、眺めるのは必要ではな
いかと思われる。なぜなら現在、日本の地域産品が海外消費者に人気を集めている情報が
耳に入ってくるからである。和食がユネスコ無形文化遺産に登録されているし、ジャパニ
ーズウイスキーは原酒不足に迫られるほど、日本の地域ブランドは海外の消費者に受け入
れられているのが事実である。本研究はこれに着目し、研究範囲もそれに合わせて日本市
場も含み、海外市場まで対象範囲を入れて研究した。  
以上、既存研究では取り上げなかった 2 つの部分を加え、①日本市場と海外市場におい
て展開したマーケティング戦略やブランディング活動を比較分析し、②さらに海外市場ま
で研究範囲を広げることによって、日本の地域資源の国際化プロセスが明らかになる、と
考えられる。既存研究では異なる地域資源ブランドにおける新たな理論仮説が提示される
であろう。  
 
